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１ 目的 

  本市では、若い世代の「結婚・子育て期の近隣都市への転出」や「就職期の東京

都を含む関東や大阪府への転出」が浮き彫りになっています。 

  これらを市内で受け止めるとともに、若い世代に選ばれる千年都市に向け、居住

環境や働く場の創出、住宅の流通促進、企業立地の推進、学生等の市内企業への就

職促進、教育・子育て環境の更なる充実等、都市の成長戦略に繋がる取組に、あら

ゆる手法を総動員して推進しています。 

  今年度も引き続き、令和８年度「京都市若者・子育て応援住宅（愛称：こと×こ

と）」の活用事業者の募集を行います（令和５年度から通算６回目）。 

  この取組は、民間事業者の活力を導入し、「若者・子育て世帯の定住促進」、「団地

コミュニティの活性化」更に、「市有資産の有効活用」を図るものです。 

  つきましては、以下のとおり、この取組を実施する事業者を募集します。 

 

２ 応募資格要件 

  本募集に応募する資格を要する者は、次の⑴から⑹までのいずれも満たす事業者

とします。 

 ⑴ 賃貸住宅管理業法に基づく国土交通大臣の登録を受けていること、又は事業者

の決定までに登録の予定があること。 

 ⑵ 次に掲げる要件を満たす事業者 

  ア 地方自治法施行令第１６７条の４第１項各号のいずれかに該当する者でな

いこと。 

  イ 次に掲げる税金等を滞納していない事業者 

   (ｱ) 法人税又は所得税 

   (ｲ) 消費税法に規定する消費税及び地方消費税法に規定する地方消費税 

   (ｳ) 本市の市民税及び固定資産税 

   (ｴ) 本市の水道料金及び下水道使用料 

 ⑶ 京都市内に本店又は支店・営業所（関連会社を含む）があること。 

 ⑷ 直近１年間において、継続して賃貸住宅管理業務の実績を有しているものであ

ること。 

 ⑸ 入居者に対する苦情・トラブル等が生じた場合において真摯に対応し、かつ

団地住民及び自治会と良好な関係を築くことができる事業者 

 ⑹ 以下に該当しない事業者 

  ア 京都市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団、同条第４号に規定

する暴力団員等又は同条第５号に規定する暴力団密接関係者に該当する事業

者、又は暴力団若しくは暴力団員の統制下にある事業者 

   ※ 申込資格の確認のため、京都府警察本部に照会する場合があります。 

  イ 本物件を暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に

規定する暴力団の事務所及び公の秩序又は善良な風俗に反する目的その他社
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会通念上不適切と認められるものの用に供しようとする者並びにこれらの者

の依頼を受けて本物件の売買契約をしようとする事業者 

  ウ 宗教活動や政治活動を主たる目的とする事業者 

  エ 特定の公職者（候補者を含む。）又は政党を推薦、支持、反対することを目

的とした事業者 

  オ 公序良俗違反、その他公共の福祉に反する活動を行っている又は反する事

業を行うおそれがあると認められる事業者 

  カ その他、市長が不適当であると認める事業者 

 

３ 対象住戸（計３３戸）及び住戸の内覧 

⑴  各団地の対象住戸の詳細は、別紙１「対象住戸の概要」を御覧ください。 

ア 山科市営住宅（活用戸数：１８戸） 

     (ｱ) 住所 

       京都市山科区西野様子見町１番地２ 

   (ｲ) 号 

     １棟１６４号、２１５号、３０１号、４５１号、４５７号、５６２号 

５６４号、６１３号、６５６号、６６３号、７０８号、７１５号 

８５３号、８６２号、９０９号、１００４号、１００７号 

１１０６号 

 

≪位置図≫              ≪外観写真≫ 
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イ 西京極市営住宅（活用戸数：１５戸） 

   (ｱ) 住所 

     京都市右京区西京極新田町１７番地１ 

   (ｲ) 号 

     １棟：３０２号 

     ２棟：４０２号  

     ６棟：４０１号、５０１号、５０４号 

     ７棟：２０４号、３０１号  

     ８棟：２０１号、２０４号、３０１号 

９棟：４０１号、５０４号 

     １０棟：２０１号、３０５号、５０３号 

 

≪位置図≫               ≪外観写真≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 募集区分 

  募集住戸は次の６区分とします。 

ア Ａグループ（計９戸） 

  

 イ Ｂグループ （計９戸）  

団地 号 間取り 専有面積 

山科市営住宅 

（１棟） 

１６４号、３０１号、４５７号、５６４号 

６５６号、７０８号、８６２号 
２ＤＫ ３９．６㎡ 

９０９号 
３ＤＫ 

５９．９㎡ 

１００７号 ５９．３㎡ 

団地 号 間取り 専有面積 

山科市営住宅 

（１棟） 

２１５号、４５１号、５６２号、６１３号 

６６３号、１００４号、１１０６号  
２ＤＫ ３９．６㎡ 

７１５号、８５３号 ３ＤＫ ５９．９㎡ 
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ウ Ｃグループ（計５戸） 

 

エ Ｄグループ（計１０戸） 

 

 ⑶ 内覧について 

   次の期日にて対象住戸の内覧を実施します（事前予約制）。 

  ア 内覧期間 

    令和８年５月２９日（金）から６月３０日（火）まで 

(午前１０時から午後４時まで（土曜日及び日曜日、祝日を除く。）。) 

  イ 内覧方法等 

    内覧を希望される場合は、Ｐ１５の「問い合わせ先」まで電話にて予約し

てください。 

    当日の受付場所等は、別途連絡いたします。内覧当日は、担当者の指示に

従ってください。 

    ※ 内覧当日は、公共交通機関を利用し、受付場所までお越しください。 

なお、お車を使用される場合、市営住宅内駐車場は御利用いただけま

せんので、近隣のコインパーキング等を利用してください。 

 

４ 対象住戸の使用条件 

⑴  住戸の使用料 

  ア 住戸の使用料は、「京都市公有財産及び物品条例」及び「京都市公有財産規

則」に基づき、算定した使用料を減額した金額とし、令和８年度の使用料

（年額）については、表に記載のとおりです。 

    なお、令和９年度以降は、「京都市公有財産及び物品条例」及び「京都市公

有財産規則」に基づき、固定資産税評価額などを踏まえるとともに、公有財

産の利用に伴う収益状況等を考慮のうえ、年度ごとに使用料を算定します。 

 

 

 

団地 号 間取り 専有面積 

西京極市営住宅 

１棟３０２号 

７棟２０４号・３０１号  

９棟４０１号・５０４号 

３ＤＫ ６１．６㎡ 

団地 号 間取り 専有面積 

西京極市営住宅 

２棟４０２号 

６棟４０１号、５０１号、５０４号 

８棟２０１号、２０４号、３０１号 

１０棟２０１号、３０５号、５０３号 

３ＤＫ ６１．６㎡ 
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 ＜各募集区分の使用料一覧＞ 

募集区分 令和８年度 年額使用料 

Ａグループ（９戸） 

２３５，４３５円（年額・全戸合計分） 

（内訳） 

・１棟９０９号：月額２，２８１円／戸 

・１棟１００７号：月額２，２５８円／戸 

・上記以外の号室：月額１，５０８円／戸 

Ｂグループ（９戸） 

２３５，７０９円（年額・全戸合計分） 

（内訳） 

・１棟７１５号・８５３号：月額２，２８１円／戸 

・上記以外の号室：月額１，５０８円／戸 

Ｃグループ（５戸） 

４０７，０５４円（年額・全戸合計分） 

（内訳） 

・１棟：月額６，１９２円／戸 

・７棟：月額６，９７９円／戸 

・９棟：月額６，８８４円／戸 

Ｄグループ（１０戸） 

７９９，４５０円（年額・全戸合計分） 

（内訳） 

・２棟：月額６，６１０円／戸 

・６棟：月額６，１６６円／戸 

・８棟：月額６，９６０円／戸 

・１０棟：月額６，８７６円／戸 

イ 使用料については、事業者が入居者から家賃を徴収する月を起算（活用事 

業開始時点）として、当該年度の残り月数分の使用料を当該年度末に一括で納

付していただきます（月途中の入居の場合は、当該入居月の初日を起算日とし

ます。）。 

    なお、令和９年度以降も、入居が開始していない住戸の使用料の納付方法

は前述のとおりとしますが、既に入居が開始している住戸については、年額

使用料を年度当初に一括で納付していただきます。 

  ウ 一度、入居となった住戸については、途中で空室期間が発生した場合であ

っても、使用料を納付していただきます。 

 

⑵ 募集対象世帯 

   事業者が募集する世帯は、入居時点で次のア又はイに該当する世帯としま

す。 

なお、入居世帯については、団地自治会への加入を条件とします。 

  ア 全ての者が５０歳未満の世帯※１（単身世帯は不可。） 

  イ １８歳以下の子がいる世帯※２ 
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   ※１ 世帯とは、結婚している世帯（入居日までに婚姻予定の場合及び事実

上婚姻関係と同様の事情にある場合（事実婚）を含む。）、パートナーシ

ップ宣言をした世帯等 

   ※２ １８歳に達する日以降の最初の３月３１日までの間にある子を含む２

名以上の世帯 

 

⑶ 事業対象住戸の整備 

  ア 事業対象住戸は事業者において整備費用等を負担のうえ、改修及び修繕等

（給湯器等既存設備含む）を実施していただきます。 

    改修工事の実施にあたり、事前に本市に対し工事スケジュール等を提出す

るとともに、可能な限り速やかに着工してください。 

  ※ 別紙２「設備概要・注意事項」を参照してください。 

    竣工図等の図面資料を希望される場合はデータを貸し出します。問い合わ

せ先まで連絡してください。 

  イ 対象住戸の内部は、建築物の構造に影響を及ぼさない範囲で自由に改修を

行うことを可能とします。ただし、構造躯体や給水・排水立管については改

造不可です。天井及び床下内部の配管等についても、事業者側において責任

をもって確認のうえ、施工を行ってください。 

    なお、事業者は対象住戸の整備に際して、以下の点に留意してください。 

   (ｱ) 各種法令を遵守するとともに、事業者の責任において、必要な届出、許

認可等を行ってください。 

   (ｲ) 対象住戸の整備・改修・修繕等に当たっては、本市に対し、事前に工事

内容が分かるもの（施工計画や図面など）を提示し、承認を得たうえで実

施してください。 

   (ｳ) 工事の際は、近隣居住者の迷惑とならないよう、騒音等に十分配慮する

とともに、事前に団地自治会等との協議のうえ、住民周知を実施してくだ

さい。 

     なお、工事は、原則、平日（土・日・祝を除く）の午前９時から午後５

時までとしてください。ただし、団地自治会等との協議において個別合意

した場合は、この限りではありません。 

   (エ) 団地内は禁煙です。 

   (オ) 団地内にトイレはございません。近隣公園等のトイレをご利用くださ

い。 

  

⑷ 事業期間 

   対象住戸は最長１２年間（令和２０年３月３１日まで）使用可能とします。 

ただし、毎年度末に使用許可期間の更新手続が必要となります。   

   なお、令和２０年３月３１日以降においても、本市が特に必要と認めた場合
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は、使用許可期間の更新を承認しますので、継続して使用を希望される場合

は、事前協議してください。 

 ⑸ 対象住戸の提供方法 

  ア 本市から事業者に対して、地方自治法第２３８条の４第７項に規定する行

政財産の使用許可（以下「使用許可」という。）を行います。 

イ 対象住戸は、使用許可の条件に基づき、適切に管理していただく必要があ

ります。 

 ⑹ 入居者が負担する費目 

   光熱水費、共益費、自治会費。駐車場を使用する場合は駐車場使用料等を負

担していただく必要があります（詳細は別紙１「対象住戸の概要」を参照。）。 

 ⑺ 管理責任 

   ４の(3)の「事業対象住戸の整備」の規定は、対象住戸内の維持管理や修繕等

においても準用します。 

   なお、管理責任の区分に疑義がある場合は、本市と協議のうえ、決めること

とします（住戸内に関しては、原則、事業者側において対応すること。）。 

 ⑻ その他留意事項 

  ア 家賃額の設定に当たっては、若者・子育て世帯が入居しやすくなるよう、

当該団地周辺における同種の賃貸物件と比較し、低額の家賃となるよう設定

してください。また、礼金の設定は行わないでください。 

  イ 事業期間終了後における、原状回復は原則不要とします。ただし、故意、

過失等、事業者及び入居者の責めに帰すべき事由により汚損、破損したもの

は、事業者の負担で修繕を行ってください（自然的な摩耗や通常損耗、経年

劣化によるものは除く。）。 

  ウ 事業者は、入居者と締結する契約について、「定期建物賃貸借契約」として

ください。 

  エ 緊急時等において、速やかかつ適切な対応が可能となるよう、体制を構築

するとともに、「（昼間及び夜間）緊急連絡先」を本市に届け出てください。 

  オ 事業者は、対象住戸の使用する権利を他の者に譲渡し、交換し、貸付け、

又は担保等に供してはなりません。 

  カ 対象住戸については、本事業の目的の範囲外の用に供してはなりません。 

  キ 事業者は、入居者が他の入居者に対して迷惑・トラブルとなるような行為

をしないように十分に配慮してください。 

    万が一、問題等が発生した場合は、事業者が責任をもって対処してくださ 

い。 

ク 対象住戸内及び共用部分でのペットの飼育は禁止です。 

  ケ 対象住戸の入居者からの問い合わせは、事業者において対応してくださ 

い。設備等のトラブルについては、事業者において調査を行い、修繕等を含  

め適切に対応してください。 
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    なお、内容によっては、本市と協議を行い、適切に対応してください。 

  コ 提案内容を変更する場合、本市と協議し同意を得てください。  

 

５ 申込手続 

 ⑴ 申込方法 

  ア 提出書類 

    以下の提出書類の提出を求めます。 

    提出部数は、原本１部：(ｱ)～(ｶ)、写し１部：(ｱ) 及び(ｲ)とします。 

    なお、複数のグループを申し込む場合は(ｱ)に、申込むグループ全てにチェ

ックし、申込んだグループごとに(ｲ)を作成し、原本１部、写し１部を提出し

てください。 

   (ｱ) 応募申込書（様式１） 

   (ｲ) 今回の活用計画に関する書類（様式２）～（様式５） 

   (ｳ) 財務・経営状況が分かる書類（直近２か年分の貸借対照表及び損益計算

書）    

   (ｴ) 定款、法人登記簿謄本、会社概要 

   (ｵ) 京都市暴力団排除条例に係る誓約書（様式６） 

   (ｶ) 法人税、所得税、消費税法に規定する消費税、法人市民税、固定資産

税・都市計画税（土地・家屋）、水道料金及び下水道使用料※の滞納がない

ことの証明書 

    ※ 水道料金が家賃に含まれている場合等、水道料金及び下水道使用料の

滞納がないことの証明書が提出できない場合は、調査同意書（様式７）

を提出してください。 

 

  イ 提出期間及び締切 

(ｱ) 提出期間 

令和８年５月２９日（金）から６月３０日（火）まで    

(ｲ) 締切日程 

     令和８年６月３０日（火）午後５時まで 

  ウ 提出方法 

    提出期間内に、申込みに必要な書類を持参又は簡易書留で提出してくださ

い。 

  エ 持参される場合の受付時間 

    午前１０時から午後５時まで（正午から午後１時までの間は除きます。） 

    ※ 土曜日及び日曜日、祝日を除く。 

オ 提出先 

    問い合わせ先と同じ 
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⑵ 提出書類の取扱い 

  ア 無償使用 

    今回の募集結果を公表する等の目的のために本市が必要であると判断した 

場合は、本市は、提出者の許可なく提出書類を無償で使用できるものとしま

す。 

    提出書類は、理由のいかんにかかわらず、返却しないものとします。 

  イ 提出書類の変更等の禁止 

    提出書類については、本市が特に必要と認めた場合以外は、提出期間内で

あっても変更、差替え及び再提出を認めないこととします。 

 ⑶ 費用の負担 

   申込みに関する費用は、全て事業者等の負担とします。 

 ⑷ 質問及び回答 

  ア 質問者の資格 

   「２ 応募資格要件」と同じ 

  イ 質問の方法 

    質問書（様式８）に記入のうえ、問い合わせ先まで電子メールで送信して

ください。送信後に担当者まで送信した旨の電話連絡をお願いします。 

  ウ 受付期間 

令和８年５月２９日（金）午前１０時から６月１２日（金）午後５時まで 

  エ 回答 

    以下の回答日に質問回答書をホームページに掲載します。ただし、回答が

遅れる場合は、その旨をホームページに掲載します。 

    質問回答書は、本要項と一体のものとして、要項と同等の効力を有するも

のとします。 

回答掲載日：令和８年６月１９日（金） 

 

６ 活用事業者等の選定方法 

  事業者から提出された応募申込書及び関係資料一式について、以下の方法で、

書面に基づき審査し、活用を認める事業者を決定します。 

 ⑴ 応募申込内容の審査 

   事業者から提出された応募申込書等を踏まえ、「⑵ 審査項目及び審査基準」

に基づき提出書類の内容確認し、活用計画の審査を行います。 

  ア 審査は、審査項目ごとに５段階（１～５点）で評価を行います。 

なお、不適当と認められる場合は０点とし、当該申込者を失格とします。 

  イ 各審査項目の評価点に重要度に応じて設定した係数（２～６）を乗じ、各

項目の得点を算出します。 

  ウ 採点した合計得点を踏まえ、事業者を決定します。 
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⑵  審査項目及び審査基準 

項  目 
配点 係数 基  準 

大項目 小項目 

申込事

業者の

状 況 

１ 
申込事業者の

適格性 
５点 ×２ 

・計画段階、整備段階及び運営段階のそ

れぞれにおいて活用計画を遂行するにふ

さわしい事務遂行体制を有しているか。 

２ 
申込事業者の

業務実績 
５点 ×２ 

・リノベーションやリフォームなど、こ

れまで行ってきた具体的な改修実績（改

修を第三者に依頼する場合、第三者の実

績等の記載可。）。 

３ 
申込事業者の

財務・経営状況 
５点 ×２ 

・財務、経営状況は十分であり、かつ安

定しているか。 

活用計

画の内

容 

４ 
申込事業者の

広報力 
５点 ×２ 

・市内外の若者・子育て世帯の定住・移

住につながるＰＲ方法に関して、創意工

夫されているか。 

５ 
入居時契約条

件の内容 
５点 ×２ 

・入居の契約内容で、若者・子育て世帯

が入居しやすい契約条件があるか。 

６ 
整備・改修方

法 
５点 ×６ 

・若者・子育て世帯が入居・生活に当た

り、より良い整備・改修内容となってい

るか。 

例）防音仕様 

   汚れが落ちやすい壁紙や畳 

室内へのベビーカー置き場の設置 

子育てに便利な間取り、建具等の設置 

異業種とのコラボによるリノベーション 

７ 
団地内自治活

動への参加 
５点 ×２ 

・団地のコミュニティ活性化につながる

提案内容であるか。 

８ 
設定予定家賃

額 
５点 ×２ 

・最も安い家賃額を提示した事業者を５

点とし、２番目に安い家賃額を提示した

事業者を４点とし、以下３点、２点、１

点とする。 

合 計 １００点 ― 

 

（参考：評価の基準） 

５点 非常に優れている、非常に期待できる、非常に貢献度が高い 

４点 優れている、期待できる、貢献度が高い 

３点 概ね妥当である、適切である、貢献する 

２点 不十分な点がある、あまり期待できない、あまり貢献しない 

１点 ほとんど評価すべき点はない、ほとんど貢献しない 

０点 条件に合致していない 
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 ⑶ 活用事業者の決定 

  ア １事業者が、複数のグループに申し込むこともできます。 

    なお、１事業者が複数のグループで選定された場合は、事業者において、

実施するグループを選択できるものとします。 

    その場合、選択されなかったグループについては、次点の事業者を選定す

ることとします。 

  イ 審査はグループごとに実施します。 

  ウ 「⑵ 審査項目及び審査基準」に基づき審査した結果、合計得点が「基準

点（６０点）」以上であり、かつ最高得点の事業者を選定します。 

    なお、申込者が１者の場合であっても、基準点未満の場合は、活用事業者

として選定しません。 

  エ 事業者の選定に至らなかったグループについては、他のグループにおいて

基準点（６０点）以上あった事業者から、活用希望の有無を確認し、事業者

を選定します。 

 ⑷ 審査結果の通知及び公表 

   本市は、審査結果の確定後、本市から速やかに申込みされた事業者全員に審

査結果を通知するとともに、審査結果の概要（審査結果、事業者名）を、本市

のホームページ等で公表します。 

 

７ 使用許可の手続 

 ⑴ 使用許可を行うに当たり、活用事業者から「行政財産使用許可申請書」、「使

用料・延滞金減免申請書」を提出いただくとともに、本市から「行政財産使用許

可書」を発行する予定です。 

なお、申請は、応募申込書に記載された名義で行ってください。 

 ⑵ その他、使用許可に係る手続等に関しては、適宜、調整のうえ、行います。 

 

８ 活用事業者の決定の取消し 

  次のいずれかに該当する場合は、事業者としての決定を取り消します。その場

合、次点の事業者（基準点以上）を選定します。 

 ⑴ 正当な理由なく、指定する期日までに使用許可の手続に応じなかった場合 

 ⑵ 使用予定事業者が応募者の資格を失った場合 

 ⑶ その他使用予定事業者が使用許可の相手方として不適当と認められる場合 

 

９ 入居者の募集方法 

 ⑴ 活用事業者が決定した際は、その旨を本市のホームページに掲載しますの

で、以降、入居等に関する問い合わせに関しては、事業者において対応してく

ださい。 

事業者決定後の入居者の募集及び決定についても、事業者において行ってく 
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ださい。 

⑵ 本件事業の事業名「京都市若者・子育て応援住宅」、「愛称及びロゴ」を使

用のうえ、本物件のＰＲ等を積極的に行ってください。「愛称及びロゴ」は以下

のとおりです。 

≪愛称≫ 

こ と × こ と 

  （子と住むっ！古都住むっ！） 

  ≪ロゴマーク≫ 

   

 

 

 

なお、ＰＲ内容は、事前に本市に情報提供をお願いします（記載内容に誤りが

ある場合は、修正を依頼します。）。  

 ⑶ 募集に当たっては、募集を行う不動産広告のチラシ等の提供をお願いします 

（本市においても、ＰＲ等で活用を検討しています。）。 

 ⑷ その他、本要項に定めがない事項は、本市との協議のうえ、決めることとし

ます。 
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＜参考＞手続フロー図 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

京都市 活用事業者等 

募集要項の発表 

令和８年５月２９日 

令和８年５月２９日～令和８年６月１２日 

質問書の提出 

質問書の回答 

応募申込書等の提出 

締切日 令和８年６月３０日 

 
審査・活用事業者等の決定 

発表日 令和８年７月中旬（予定） 

 

目的外使用許可書の交付 

使用許可申請書等の提出 

事業開始 

対象住戸の内覧 

令和８年５月２９日 

～６月３０日 

 

自治会等との協議 

回答日 

令和８年６月１９日 
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【問い合わせ先】 

郵便番号：６０４－８５７１ 

住  所：京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町４８８番地 

      分庁舎３階 

担  当：京都市都市計画局住宅室住宅管理課（担当：竹中、村田） 

電話番号：０７５－２２２－３６３１ 

メール ：jutakukanri-katuyo@city.kyoto.lg.jp 

 


